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八塚　三上　和田
宗教団体と政治・選挙活動
　前回の発表では、宗教団体の公益性を軸に、課税という側面から宗教団体への規制について論じていただきました。今回は、前回の議論での宗教団体の公益性、および規制の難しさを念頭に置いた上で、宗教団体の政治活動・選挙活動について議論を行いたいと思います。

　選挙の時期になると毎回、宗教団体の政治活動・選挙活動が話題となります。様々な宗教団体がそれぞれ特定の政党を支持し、選挙活動の支援などを行っているためです。一部の宗教団体の積極的なこれらの活動は、メディアで恒例の批判対象となっていますが、果たして、具体的などのような問題点があり、どのように是正されるべきなのか。あるいは、実はなんらの問題もないことなのか。我々はこのような疑問点から出発して、政教分離について検討してきました。
　結果として、以下のような結論に至りました。

１．宗教団体が選挙の際にいわゆる「組織票」を行うとき、ほかの組織に較べて、教祖やそれに準じる人々の発言に、信者は賛同しやすい。（ある候補者Ａに投票することが、信者の宗教的良心の体現であるといわれれば、それだけで信者は投票を行うと考えられる。）
２．すると、そのような教祖の意思どおりの組織票を得るために、政治家は宗教団体の教祖と癒着し、結果として宗教が政治の道具となってしまう蓋然性が高い。
３．なぜ、このような癒着が問題視されなければいけないのかというと、政治からのこのようなアプローチによって、宗教団体の公益性、すなわち国民の精神の教化よりも、政治という世俗的な事柄における教祖や政治家の利益が優先され、結果として宗教団体の公益性、政治の公平性が損なわれるおそれがあるからである。

　我々発表班は、このような考えを基に、宗教団体の選挙活動自体を一定度規制することが、結局、政治と宗教の癒着を防ぐ手段となり、政治から宗教団体を解放することになるのではないかと結論付けました。
　今回は、この「宗教団体の選挙活動を規制する」ことの意義と問題点を議論し、政治と宗教団体のあり方を考えていただきたいと思います。
参照条文

・憲法

第20条　信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。いかなる宗教団体も、国から特権を受け、又は政治上の権力を行使してはならない。

２　何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない。

３　国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。
第89条　公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若しくは維持のため、又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、これを支出し、又はその利用に供してはならない。
・公職選挙法

第199条の２　公職の候補者又は公職の候補者となろうとする者（公職にある者を含む。以下この条において「公職の候補者等」という。）は、当該選挙区（選挙区がないときは選挙の行われる区域。以下この条において同じ。）内にある者に対し、いかなる名義をもつてするを問わず、寄附をしてはならない。
